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	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　 開会宣言
議案第５７号

人事課長　　　議案第５７号　長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例について説明
佐野委員　　　市長の期末手当が増額されないのはなぜか。
行政経営部長　今回の人事院勧告を受けて自身の期末手当について市長に相談したところ、増額の考えはないとのことであったため、市長の期末手当の増額に関する議案は上程していない。
佐野委員　　　市長は自身の報酬等の評価について、どういった方法があると考えているのか。
副市長　　　　市長は、自身の報酬等について就任時の金額を変えないとの方針を示している。市長は、自身の報酬等は自身で決定し、議員の報酬等は議員で議論するべきと考えている。今回の議員の期末手当の増額は、人事院勧告を尊重しての判断である。
佐野委員　　　市長は報酬等の増加に伴う責任の増加も回避するという考えか。
副市長　　　　市長と議員の報酬等については、これまでも議論してきた内容であり、市長は市長の判断、議員は議会の判断で報酬等を決めればよいとの結論に至ったと理解している。本議案は、人事院勧告に伴う期末手当の増額の提案であるため、議会として判断して頂けばよい。

佐野委員　　　市長が自身の期末手当を増額しない中で、職員が手当を増額させることにより市民から苦情が寄せられた場合、市長はどのように対処するつもりか。
副市長　　　　人事院勧告は労働基本権の制約を受けた国家公務員の給与等を決定する制度である。公務員の給与等の増額は、これに伴い民間企業も賃金を上昇させるケースもある。また、本市の嘱託職員や臨時職員の賃金増加も考えられる。人事院勧告に伴う給与決定は、地方自治法でも規定されている。

浅井委員　　　過去に報酬審で市長報酬の引き下げ答申があった際、市長は自身の報酬引き下げを行った一方で、議員の報酬引き下げの議案に関しては撤回した。本議案は、人事院勧告に従っての上程とのことだが、報酬審の答申は尊重せず、人事院勧告のみ尊重するのでは、整合性がないのではないか。

副市長　　　　報酬審は市長が自身で諮問し答申を受けるものであるため、その答申に従わないこともあり得る。
浅井委員　　　自身で報酬審に諮問したのであるから、その答申に従うのが原則ではないか。市長と共に副市長、教育長も期末手当を増額しないのはなぜか。

人事課長　　　報酬審の答申には必ず従わなければならないものではない。
副市長　　　　副市長、教育長は市長の提案に合意している。
副委員長　　　議案の概要の「今後の影響」には、期末手当の支給額が約１５５万円増額するとあるが、議員一人あたりの増額はどの程度か。
人事課長　　　５万円程度の増加である。
副委員長　　　議案の概要の「背景・目的」に「今日の社会情勢を踏まえ」とあるが、どのように考えているか。また、議員の期末手当が人事院勧告に伴い増額される理由は何か。
人事課長　　　社会情勢は人事院が実施する全国調査の結果を受けてという意味である。議員は公務員の指定職に該当するものとされている。
副委員長　　　仮に人事院勧告で引き下げの判断がなされた場合、市長は自身の報酬等を引き下げる考えはあるのか。
副市長　　　　市長は自身の報酬等の引き上げには消極的であるが、人事院勧告で引き下げの判断がなされる場合、何らかの理由があると考えられるため、引き下げについては可能性があると考える。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　
浅井委員　　　十分な説明がない中で市長の期末手当の増額が見送られている。また、社会情勢を考えると、今議員の期末手当を増額すべきではないと考え反対とする
賛成討論　
佐野委員　　　期末手当の増額に伴い発生する責任を享受することにより賛成とする。
反対討論
副委員長　　　１１月８日に朝日新聞が実施した世論調査結果によると、アベノミクスにより自身の暮らし向きがよくなったと回答した方は、わずか４％であった。本市の市民の暮らし向きも同様であると考える。今回、市長は身を切って自身の期末手当引き上げの議案を上程していないので、議員も同じように判断すべきと考え、反対とする。

賛成討論　なし

反対討論　なし

議案第５７号　長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例については、賛成多数。

議案第５７号は、原案のとおり可決
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
　　　　　
委員長　　　　閉会宣言
　午前１１時５５分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２６年１１月２７日

議会運営委員会委員長　　加藤和男
PAGE  
4

